
 

 

指定統計調査の承認等の状況 

（平成20年８月分） 

平 成 2 0 年 ９ 月 ８ 日 

政策統括官(統計基準担当) 

 

 

１  指定統計調査の実施承認 

指定統計調査の名称等 申 請 者 主 な 承 認 事 項 承認月日

人 口 動 態 調 査 

（７条２項） 

厚 生 労 働 大 臣 承認事項の変更 

平成 20 年６月の感染症分類

表の改定を踏まえ、本調査の結

果表の「死因（感染症分類）」別

の集計項目について以下のとお

り変更。 

① 「鳥インフルエンザ（Ｈ

５Ｎ１）」を二類感染症に新

たに追加。 

② 四類感染症に規定されて

いる「鳥インフルエンザ」

を「鳥インフルエンザ（鳥

インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）

を除く）」に変更。 

③ 五類感染症に規定されて

いる「インフルエンザ（鳥

インフルエンザを除く）」を

「インフルエンザ（鳥イン

フルエンザ及び新型インフ

ルエンザ等感染症を除く）」

に変更。 

④ 「Ｉｎ６０１新型インフ

ルエンザ等感染症」の新設

等が行われたことから、人

口動態月報（概数）の集計

分類及び人口動態年報にお

ける「感染症による死亡数

表」の該当感染症名の変更

及び新設並びにコードを新

設。 

20.8.1 

牛乳乳製品統計調査

（７条２項） 

農 林 水 産 大 臣 承認事項の変更 

本調査は、公共サービス改革

法及び公共サービス改革基本方

針に基づき、民間事業者への委

託が可能となるよう調査方法等

を変更。 

・ 民間事業者への委託が可能

20.8.4 

参 考 ２



 

となるよう調査方法（調査系

統）の変更。 

・ 調査項目については、電話

番号欄を削除。 

・ 平成 19 年 11 月の日本標準

産 業 分 類 の 改 定 を 踏 ま え 、

「調査の範囲」を新分類に改

める。 

（「0912 乳製品製造業」から

「0913 処理牛乳・乳飲料製造

業」、「0914 乳製品製造業（処

理牛乳・乳飲料製造業を除

く）」に改める。）  

・ 基礎調査の集計は、農林水

産省で行う。 

・ 調査票については、農林水

産省で保存する。 

木 材 統 計 調 査 

（７条２項） 

農 林 水 産 大 臣 承認事項の変更 

本調査は、平成 19 年 11 月の

日本標準産業分類の改定を踏ま

え、「調査の範囲」を新分類に改

める。 

（「 1311 一 般 製 材 業 」 か ら 

「1211 一般製材業」、「1312 単

板（ベニヤ板）製造業」から

「1212 単板（ベニヤ）製造業」、

「1314 木材チップ製造業」か

ら「1214 木材チップ製造業」、

「1322 合板製造業」を「1222

合板製造業」に改める。） 

 なお、調査内容の変更はない。 

20.8.25



 

２  統計報告の徴集の承認 

指定統計調査の名称等 申 請 者 主 な 承 認 事 項 承認月日

建 築 物 実 態 調 査 

（統計報告調整法第

４条第１項） 

国 土 交 通 大 臣 本調査について、調査を実施

することを承認した。 

今回調査では、①改装等工事

など調査員の目視による捕捉

が困難な実情を踏まえ、増改

築・改装等工事の実態をより的

確に把握するため、別途、施工

業者を対象に実態を把握する

新たな調査を創設することに

伴い、増改築・改装等実態調査

票を廃止するとともに、②利活

用されておらず、継続して把握

する必要性の乏しい項目（建築

主使用主等の種別、新設住宅の

資金など）を削除する。 

（注）本調査は、建築基準法に

基づく建築工事届の届出内

容を把握する建築着工統計

調査（指定統計第32号を作

成するための調査）を補完

するため、①届出漏れの建

築物、及び②届出対象外で

ある床面積10㎡以下の着工

建築物の実態を把握するこ

となどを目的に実施される

ものであり、建築着工統計

調査と密接な関連を有す

る。 

   従来、本調査は、上記の

目的から建築物実態調査票

のみによる調査を行ってい

たが、既存の建築物ストッ

クの維持・補修等を目的と

する増改築・改装等工事の

より詳細な実態を明らかに

する統計需要の高まりに対

応するため、昭和63年調査

から、建築物実態調査票の

対象建築物のうち、増改

築・改装等工事が行われた

建築物について、建築物実

態調査票に上乗せし、増改

築・改装等実態調査票によ

る調査を実施することとし

た。 

20.8.6 

住 生 活 総 合 調 査 

（統計報告調整法第

４条第１項） 

国 土 交 通 大 臣 本調査について、調査を実施

することを承認した。 

今回調査では、調査名称を

20.8.8 



 

「住宅需要実態調査」から「住

生活総合調査」に変更するほ

か、住宅・土地統計調査と同一

世帯を調査対象とし、調査結果

をリンケージした集計・分析す

ることにより、両調査のデータ

の有効活用を図る等の改正を

行う。 

（注）本調査は、国土交通省が、

居住環境を含めた住生活全

般に関する実態や居住者の

意向・満足度等を総合的に

把握し、住生活基本法（平

成18年法律第61号）の制定

等を踏まえた住生活の安

定・向上に係る総合的な施

策を推進する上で必要とな

る基礎資料を得ることを目

的として実施するものであ

る。 

本調査は、昭和35年に「住

宅需要実態調査」として第

１回調査が実施されて以

来、おおむね５年周期で行

われており、今回が11回目

の調査に当たる。 

なお、本調査については、

住宅・土地統計調査の改正

計画に係る人口社会統計部

会（平成19年10月 24日）で

も議論されたところであ

る。 

木 材 流 通 統 計 調 査 
（統計報告調整法第

４条第１項） 

農 林 水 産 大 臣 本調査のうち、木材価格統計

調査について、民間事業者への

委託が可能となるよう調査方

法（調査系統）を変更し、引き

続き調査を実施することを承

認した。 

（備考） 

  木材価格統計調査は、木材

の価格水準及びその変動等を

把握しており、木材統計調査

（指定統計第 69 号を作成する

ための調査）を補完。 

20.8.25

（注）本表は、指定統計調査及び指定統計調査に密接に関連すると考えられる統計

報告の徴集のうち、統計委員会への諮問にかからなかったものを整理している。 


